
様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

一般 10 1 1 1 総務管理費

一般 10 1 1 2 労務関係経常費

一般 10 1 1 3 自動車事故対策費

一般 10 1 1 4 一般廃棄物処理手数料徴収事業

一般 10 1 1 5 他都市共同事業

一般 10 1 1 6 減量・リサイクル施策推進事業

一般 10 1 2 1 分別・リサイクル推進事業

一般 10 1 2 2 資源選別施設管理運営事業  

一般 10 1 2 3 ３Ｒ広報啓発事業

一般 10 1 2 4 市役所ごみゼロ推進事業

一般 10 1 2 5 発生抑制等推進事業

一般 10 1 2 6 環境事業推進委員等事業

一般 10 1 2 7 資源集団回収促進事業

一般 10 1 2 8 許可業者等指導事業

一般 10 1 2 9 事業系ごみ適正処理・減量化推進事業

一般 10 1 2 10 事業系ごみ適正搬入推進事業

一般 10 1 2 11 資源化施設基幹改修事業 

一般 10 1 2 12 国際協力事業

一般 10 1 3 1 事務所等運営費

[資源循環局]

令和７年度事業評価書　目次



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[資源循環局]

令和７年度事業評価書　目次

一般 10 1 3 2 事務所等整備補修費

一般 10 1 4 1 車両等維持管理費

一般 10 1 4 2 車両保全費

一般 10 1 4 3 車両燃料費

一般 10 1 4 4 整備工場補修費

一般 10 1 4 5 車両調達費

一般 10 2 1 1 粗大ごみ処理事業

一般 10 2 1 2 適正処理総務管理費

一般 10 2 1 3 家庭ごみ収集運搬業務委託事業

一般 10 2 1 4 中継輸送業務委託事業

一般 10 2 1 5 輸送事務所補修費     

一般 10 2 1 6 クリーンタウン横浜事業

一般 10 2 1 7 不法投棄等対策事業

一般 10 2 1 8 共同溝管理事業

一般 10 2 2 1 施設管理費

一般 10 2 2 2 工場運営費

一般 10 2 2 3 施設計画管理費

一般 10 2 2 4 工場補修費

一般 10 2 2 5 焼却灰資源化事業



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[資源循環局]

令和７年度事業評価書　目次

一般 10 2 2 6 保土ケ谷工場再整備事業

一般 10 2 2 7  焼却工場排ガス処理設備等整備事業

一般 10 2 2 8 焼却工場広報啓発事業

一般 10 2 2 9 港南工場跡地活用事業

一般 10 2 2 10 廃棄物検査費

一般 10 2 2 11 工場環境保全調査費

一般 10 2 3 1 処分地管理費

一般 10 2 3 2 処分地環境保全調査費

一般 10 2 3 3 排水処理施設維持管理費

一般 10 2 3 4 南本牧埋立事業負担金

一般 10 2 3 5 南本牧最終処分場運営管理事業

一般 10 2 3 6 処分地施設補修費

一般 10 2 3 7 南本牧最終処分場一般廃棄物関係事業

一般 10 2 3 8 南本牧ふ頭第５ブロック処分場整備事業

一般 10 2 4 1 産廃管理費

一般 10 2 4 2 排出事業者指導費

一般 10 2 4 3 PCB適正処理推進費

一般 10 2 4 4 不適正処理監視・指導強化事業

一般 10 2 4 5 南本牧廃棄物最終処分場埋立事業



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[資源循環局]

令和７年度事業評価書　目次

一般 10 2 4 6 南本牧最終処分場産業廃棄物関係事業

一般 10 2 4 7 戸塚区品濃町最終処分場特定支障除去等維持事業

一般 10 3 1 1 し尿処理総務管理費

一般 10 3 1 2 公衆トイレ維持管理費

一般 10 3 1 3 浄化槽指導事業

一般 10 3 2 1 磯子検認所費

一般 10 3 2 2 磯子検認所補修費

一般 10 3 2 3 災害対策用トイレ整備事業

一般 10 3 2 4 公衆トイレ整備事業

一般 10 1 1 99 職員人件費



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 総務管理費

資源循環局総務課 一般会計 10 01 01

99 99 1

資源循環行政を円滑に運営するための総務部門の基本的経費です。

５年度 ６年度

           3,443           ▲ 202           3,645

事務事業を円滑に執行するための一般事務費のため、見直しが困難ではあるが、引き続き必要経費を精査し、適正な執行
に努める。

1 管理費

資源循環行政を円滑に運営するための総務部門の基本的経費です。

５年度 ６年度

           3,443           ▲ 202           3,645

防災備蓄品の廃棄不要による配送業務委託費の減

‐ ‐

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

‐ ‐ ‐ ‐

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 労務関係経常費

資源循環局職員課 一般会計 10 01 01

99 99 2

・資源循環局の各職場において良好な作業環境を維持し、職員の健康管理及び労働安全衛生の充実を図ります。
・職員に必要な知識の習得や、意欲向上に寄与する研修（新採用職員および転入職員研修、指導員研修、指導員任用選考
合格者研修）を実施します。

５年度 ６年度

          87,198            2,704          84,494

物価高騰が続く中、被服発注数の見直しなどによる経費削減には限界があるものの、業務の優先度や必要性を見極めなが
ら、効率的かつ着実に業務を遂行していく。
各種研修については、新たな課題への対応など、内容や実施時期等について継続的な改善を進め、実施効果の向上につな
げていく。

1 労務関係経常費

資源循環局職員の健康管理及び労働安全衛生の充実を図るとともに良好な作業環境を維持します。

５年度 ６年度

          86,383            2,912          83,471

物価高騰に伴う増

労働安全衛生の充実 －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

－ － － － － － －

－ － － －

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 職員研修費

職員の意欲向上、職務遂行上必要とされる研修を引き続き実施します。

５年度 ６年度

             814           ▲ 209           1,023

規則改正により義務化されたテールゲートリフターの特別教育について、５年度に外部講習を受講
した職員が６年度に内部講師となり講習を実施したことによる減

新年度における各種研修 －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

－ － － － － － －

－ － － －

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 自動車事故対策費

資源循環局職員課 一般会計 10 01 01

99 99 3

発生した交通事故に対し、賠償や示談締結等を行います。
交通事故防止の対策を行います。

５年度 ６年度

          22,147           ▲ 349          22,496

任意保険の執行額は市全体の過年度の賠償額に大きく影響を受けているため、引き続き、当局での事故発生件数の減少に
向けて、有効的な交通事故防止策を講じていく必要がある。また、賠償や示談締結等については、迅速かつ適切に業務を
遂行していく。

1 自動車事故対策費

・発生した交通事故に対し、賠償や示談締結等を行います。
・交通事故防止の対策を行います。

５年度 ６年度

          22,147           ▲ 349          22,496

自動車任意保険料の減

示談手続き等の交通事故処理 －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

－ － － － － － －

－ － － －

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 一般廃棄物処理手数料徴収事業

資源循環局総務課 一般会計 10 01 01

19 99 4

廃棄物の発生を抑制し、併せて事業者等に廃棄物の処理に係る適正な費用負担を求めるため、一般廃棄物処理手数料の適
正徴収を行います。

５年度 ６年度

           1,940         ▲ 1,103           3,043

今後も引き続き、必要な事務費等を最小限に抑えつつ、一般廃棄物処理手数料の適正徴収及び減免業務を行う。

1 一般廃棄物処理手数料徴収事業

一般廃棄物処理手数料の適正徴収及び減免業務を行います。

５年度 ６年度

           1,940         ▲ 1,103           3,043

新財務会計システム稼働に伴う、じんかいシステムにおけるインボイス・納入通知書表示変更対応
完了による減

一般廃棄物処理手数料収入実績 千円

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3,979,033 3,979,033 3,979,033 3,979,033 3,979,033 3,979,033 3,979,033

3,558,726 3,613,288 3,566,066 3,538,057

・測ること

はなじまな

い

・条例 ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・負担は適

切である



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 他都市共同事業

資源循環局３Ｒ推進課 一般会計 10 01 01

19 99 5

ごみの減量化・資源化に関する広域的な課題について検討及び啓発を行うため、「九都県市廃棄物問題検討委員会」及び
「大都市清掃事業協議会」、「全国おいしい食べきり運動ネットワーク」に参加し、共同キャンペーンや情報共有を行い
ます。

５年度 ６年度

           3,470                0           3,470

今後も引き続き、必要な事務費を最小限に抑えつつ、ごみの減量化・資源化に関する広域的な課題について検討及び啓発
を行うための進行管理などを効果的かつ効率的に実施していく。

1 他都市共同事業

ごみの減量化・資源化に関する広域的な課題について検討及び啓発を行うため、「九都県市廃棄物
問題検討委員会」及び「大都市清掃事業協議会」、「全国おいしい食べきり運動ネットワーク」に
参加し、共同キャンペーンや情報共有を行います。

５年度 ６年度

           3,470                0           3,470

会議回数（九都県市） 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

24 24 24 24 24 24 24

24 24 21 16

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 減量・リサイクル施策推進事業

資源循環局政策調整課 一般会計 10 01 01

19 99 6

脱炭素社会の実現に貢献していくため、「ヨコハマ　プラ5.3（ごみ）計画（横浜市一般廃棄物処理基本計画）」を推進
します。

５年度 ６年度

           1,314         ▲ 3,247           4,561

法律に基づき廃棄物の減量化と資源化を推進することが求められており、効率的に実施できている。引き続き、国の最新
の動向や社会情勢に応じた施策検討・立案を行っていく。

1 減量・リサイクル施策推進事業

・「ヨコハマ プラ5.3（ごみ）計画（横浜市一般廃棄物処理基本計画）」の進捗管理・施策検討等
・横浜市廃棄物減量化・資源化等推進審議会の開催

５年度 ６年度

           1,314         ▲ 3,247           4,561

調査委託業務の見直し及び広報印刷物の精査等による減

一般廃棄物処理基本計画 －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

進捗管理 方針検討・進 方針検討・進 進捗管理 進捗管理 進捗管理 進捗管理
捗管理 捗管理

進捗管理 方針検討・進 方針検討・計 進捗管理
捗管理 画策定・進捗

管理

・測ること

はなじまな

い

・条例 ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 分別・リサイクル推進事業

資源循環局業務課 一般会計 10 01 02

19 01 1

分別収集された資源物の中間処理、再資源化を実施することで、ごみの減量・リサイクルを推進します。

５年度 ６年度

       2,016,286          296,931       1,719,355

　資源物の売払いによる歳入額は、資源物の市場価格や排出量等によって毎年大きく変動するため、安定した歳入の確保
が見込めない。そのため、売払物の品質向上を図りつつも、「効率的なリサイクル」を進める必要がある。
　中継運搬施設やストックヤードの著しい老朽化に伴う修繕等の対応や、各種関連法令に常に適合できるよう、計画的な
修繕や改良が必要である。

1 分別品目再資源化事業

分別収集された資源物の中間処理、再資源化を実施します。

５年度 ６年度

       1,911,907          207,845       1,704,062

中間処理・資源化委託費等の増

資源化量 ｔ

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

59,829 59,713 59,939 59,874 78,604 78,604 78,604

58,634 56,286 54,307 54,866

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 ストックヤード管理事業

資源物の管理、引渡しが円滑に行われるよう、ストックヤードの修繕や計量器の点検等を行います
。

５年度 ６年度

           8,308           ▲ 728           9,036

修繕費等の減

資源物の引渡し －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

円滑な引渡し 円滑な引渡し 円滑な引渡し 円滑な引渡し 円滑な引渡し 円滑な引渡し 円滑な引渡し

達成 達成 達成 達成

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 分別排出推進事業

・ごみと資源物の分け方・出し方のパンフレット及びリーフレットを作成し、配布します。
・分別ルールを守らない人に対する排出指導を行います。

５年度 ６年度

          92,368           88,874           3,494

プラスチック分別拡大に伴う委託費等の増

市外転入者へのパンフレットの配布 －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

達成 達成 達成 達成

・維持 ・条例 ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 事務費

・再資源化処理施設への履行確認等を実施し、市民が分別した資源物のリサイクル状況について確
認します。
・家電リサイクル法対象品目の回収が円滑に行われるよう、横浜家電リサイクル推進協議会の行政
会員として、会員費を負担します。

５年度 ６年度

           3,703              941           2,762

消耗品費等の増

－ －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

－ － － － － － －

－ － － －

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 資源選別施設管理運営事業

資源循環局施設課 一般会計 10 01 02

19 99 2

市民から分別収集した缶・びん・ペットボトルなどの資源物を選別する施設（市内４箇所）の管理運営を行い、資源物の
適正処理と資源化を図ります。

５年度 ６年度

       2,378,257           89,413       2,288,844

毎年の増量期（夏場・年末年始等）は現在の資源選別施設の処理能力を超えるため、設備の改良や、ヤードの整備等の対
策が必要である。また、施設の老朽化により労働環境等に影響がでているため、計画的な改修が必要である。

1 資源選別施設管理運営事業

・資源選別施設の管理運営（委託）、資源物の選別に伴い発生する可燃物の運搬（委託）  
・資源物の再資源化(委託)

５年度 ６年度

       2,378,257           89,413       2,288,844

人件費単価の増、緊急対応による増

搬入量の合計 ｔ

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

54,000 54,000 56,000 56,000 56,000 56,000 56,000

56,612 55,075 53,419 52,108

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 ３Ｒ広報啓発事業

資源循環局３Ｒ推進課 一般会計 10 01 02

19 １ 3

リデュース・リユース・リサイクルの３Ｒを推進し、環境負荷を低減するライフスタイルへの転換を図るため、広報・啓
発を通じて、市民・事業者の行動変容につなげます。

５年度 ６年度

          41,752        ▲ 13,110          54,862

できるだけ多くの市民に取組の趣旨をお伝えするため、継続的に事業内容や実施内容を見直し、SNS等を積極的に活用し
ながら様々な手法による事業を展開している。今後も幅広く事業者や関係部署と連携し、環境、食育など、様々な視点か
ら広報啓発を行っていく。

1 広報啓発事業

３Ｒを推進し、環境負荷を低減するライフスタイルへの転換を図るため、広報・啓発、イベント等
を通じて、市民・事業者の行動変容につなげます。

５年度 ６年度

           6,476         ▲ 1,863           8,339

委託料の減

出前講座等の実施回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1,400 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400

856 1,251 1,476 2,285

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を上

回った

・委託等の

拡大不可

・財源確保

が可能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 事務費

３Ｒ推進課に係る諸経費を執行します。

５年度 ６年度

             658           ▲ 958           1,616

必要物品購入費の減

- -

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

- - - - - - -

- - - -

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 新たな一般廃棄物処理基本計画に関する広報啓発費

新たな一般廃棄物処理基本計画への移行につき、市民に周知を行います。

５年度 ６年度

           3,685        ▲ 10,747          14,432

事業縮小による減

出前講座等の実施回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

- - 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400

- - 1,476 2,285

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を上

回った

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 プラスチックごみの分別・リサイクル拡大に向けた広報啓発

プラスチックごみの分別・リサイクルの拡大に向けた住民説明会や店頭啓発等の様々な機会を捉え
た対面啓発を実施します。
また、動画やＳＮＳ等の場所や時間を選ばない媒体による広報啓発を実施していきます。

５年度 ６年度

          30,932              457          30,475

委託料の増

出前講座等の実施回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

- - 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400

- - 1,476 2,285

・増える ・規則・方

針

・該当なし ・目標を上

回った

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 市役所ごみゼロ推進事業

資源循環局事業系廃棄物対策課 一般会計 10 01 02

19 １ 4

横浜市が一事業者としての責務を果たし、行政の立場から「横浜市一般廃棄物処理基本計画」を進めるため、市の施設か
ら出るごみの適正処理や減量化に努めることで、率先して３Ｒ行動に取り組みます。

５年度 ６年度

         160,039           17,017         143,022

ルート回収を中心に、引き続き本市施設における廃棄物の適正処理や減量化を図る。特に、プラスチック対策においては
、市役所がプラスチック資源循環法の多量排出事業者として率先して取り組むことで市内事業者を先導していく。ルート
回収では、電子マニフェストの利用施設を段階的に増やしながら、デジタル化やデータドリブンを進める。

1 市役所ごみゼロルート回収

分別排出ルールを共通化し全職員へ普及するため、また、ごみや資源物の収集運搬に
かかる燃料消費や排出される排気ガス等による環境負荷の低減を図るため、市施設等の廃棄物処理
委託を一括契約します。

５年度 ６年度

         160,039           17,017         143,022

契約金額の増

ルート回収参加施設数 施設

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1,262 1,248 1,245 1,245 1,245 1,245 1,245

1,262 1,248 1,245 1,232

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めてい

ない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 発生抑制等推進事業

資源循環局３Ｒ推進課 一般会計 10 01 02

19 ２ 5

SDGsの達成、脱炭素社会の実現に向け、３Ｒの中で最優先に取り組むべきリデュース（発生抑制）を推進し、特に食品ロ
ス削減及びプラスチック対策を進めます。

５年度 ６年度

          18,572         ▲ 3,223          21,795

食品ロスは減少傾向にあり、取組が着実に市民に浸透しつつある。プラスチック対策については目標を下回ったが、令和
７年４月の分別変更全市拡大と連動し、さらなる広報啓発を行う。事業手法は絶えず見直しながら、継続的に事業を実施
する。

1 食品ロス削減推進事業

国際機関や事業者と連携した取組、家庭での実践に役立つ講座、チラシ・啓発物品等を活用した啓
発を行います。また、フードバンク・フードドライブ活動を推進し、食品ロスを出さないライフス
タイルを広め、食品ロス削減を推進します。

５年度 ６年度

          13,622         ▲ 1,321          14,943

事業見直しによる減

食品ロス削減行動を実践している市民の割合 ％

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

90％以上 90％以上 90％以上 90％以上 90％以上 90％以上 90％以上

85.4% 88.7% 94.8% 94.2%

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を上

回った

・委託等の

拡大不可

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 プラスチック対策事業

出前教室、住民説明会、イベント等、様々な機会を捉え使い捨てプラスチック削減等の啓発を行い
ます。

５年度 ６年度

           4,950         ▲ 1,902           6,852

事業見直しによる減

焼却工場で焼却されるプラスチックの量 t

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000

100,000 103,000 106,000 116,000

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を下

回った

・委託等の

拡大不可

・事務改善

が可能

・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 環境事業推進委員等事業

資源循環局街の美化推進課 一般会計 10 01 02

19 99 6

環境事業推進委員を委嘱し、ごみ減量による脱温暖化に向けた３Ｒ行動の推進、まちの美化や清潔の保持等を図ります。
様々な環境行動により３Ｒ行動の推進等に功労のあった個人又は団体を表彰します。

５年度 ６年度

          19,486         ▲ 1,397          20,883

地域の負担軽減に向けた電子申請システムの導入等の委嘱委員の推薦方法の見直しなど、事務手続きの簡略化を引き続き
検討する。

1 環境事業推進委員事業

環境事業推進委員を委嘱し、ごみ減量による脱温暖化に向けた３Ｒ行動の推進、まちの美化や清潔
の保持等を図ります。

５年度 ６年度

          18,425         ▲ 1,349          19,774

消耗品費の減

環境事業推進委員数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

4,000 4,000 4,000 3,800 3,800 3,800 3,800

3,843 3,842 3,653 3,641

・維持 ・条例 ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 横浜環境行動賞表彰事業

様々な環境行動によるごみの減量化・資源化など３Ｒ行動の推進等に功労のあった個人又は団体を
表彰することにより、環境行政の一層の発展と地域社会への定着に繋げます。

５年度 ６年度

           1,061            ▲ 48           1,109

表彰対象者の減

表彰者数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

300 300 300 300 300 300 300

314 174 394 203

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 資源集団回収促進事業

資源循環局業務課 一般会計 10 01 02

19 99 7

　安定した古紙・古布の資源化及び、資源集団回収制度の円滑な実施のため、登録団体及び登録業者に対し、奨励金を交
付します。
　また、資源物の持ち去り防止対策を行います。

５年度 ６年度

       1,025,364           89,496         935,868

資源集団回収の円滑な実施のため、今後も継続して事業を行っていく。
奨励金交付事務においては、令和５年度まで紙で申請されていたが、効率性を高める観点から、令和６年度よりオンライ
ンでの申請を開始している。

1 資源集団回収促進事業

・資源集団回収登録団体及び登録業者に対し、回収量に応じた奨励金を交付します。
・回収場所・回収曜日等の周知を行うとともに、回収の効率化を図るため、登録団体に排出方法等
について啓発を実施します。

５年度 ６年度

       1,011,113           88,066         923,047

古紙の市況価格による奨励金の増

回収量 t

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

140,812 142,918 135,651 137,043 126,916 126,916 126,916

144,134 138,488 130,238 133,635

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 持ち去り対策事業

市民通報による持ち去り情報を基に、定点監視及びパトロールを実施し、持ち去り者を現認した場
合は、注意・指導を行います。

５年度 ６年度

          14,251            1,430          12,821

人件費の増

持ち去りパトロール日数 日

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

293 293 293 293 293 293 293

262 214 234 235

・維持 ・条例 ・国・県事

業と類似・

重複

・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 許可業者等指導事業

資源循環局事業系廃棄物対策課 一般会計 10 01 02

19 1 8

事業系一般廃棄物処理を行う民間事業者への許認可を所管し、許可更新、変更許可、新規許可等の申請に対する審査及び
許可業者等への指導を行い、一般廃棄物の適正処理を維持・推進します。

５年度 ６年度

             399              235             164

許可業者対象の研修会をWEB開催にすることで会議室使用料削減につなげていく。

1 許可業者等指導事業

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、一般廃棄物処理業を行おうとする者及び一般廃棄物
処理施設設置者が法令等の基準に適合していることを審査し、許認可を行います。また、許認可を
伴う一般廃棄物の処理に関する者に対して、法令等に基づき廃棄物を適正に処理するよう指導を行
います。

５年度 ６年度

             399              235             164

印刷費の増（優良事業者認定マグネットシート）

許可業者等立入調査 者

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

50 50 50 50 50 50 50

50 48 37 55

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・負担は適

切である



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 事業系ごみ適正処理・減量化推進事業

資源循環局事業系廃棄物対策課 一般会計 10 01 02

19 2 9

①事業者から排出される廃棄物の適正処理の推進に向け、中小事業者も含めた排出事業者に対する立入調査を実施します
。
②本来食べられるにも関わらず廃棄されてしまう「食品ロス」が課題となる中、食品ロス削減の取組を加速するため、外
食時の食品ロス削減に向けて「食べきり協力店」事業を展開します。

５年度 ６年度

           8,122              164           7,958

排出事業者指導については、事業用大規模建築物を中心として、引き続き事業系廃棄物の適正処理・減量化・資源化を進
めていくとともに、プラスチック対策を強化していく必要がある。食品ロス削減については、食べきり協力店や表彰など
既存の制度に加え、飲食店等の事業者と連携した取組を強化していく。また、食品リサイクルの取組も併せて推進してい
く。

1 排出事業者指導

事業者から排出される廃棄物の適正処理の推進に向け、中小事業者も含めた排出事業者に対する立
入調査を実施します。

５年度 ６年度

           7,211              247           6,964

会計年度任用職員報酬額改定による増、社会保険料料率改定による増

立入調査・現況調査件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

- - - - - - -

2,670 1,581 3,419 3,391

・測ること

はなじまな

い

・条例 ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 事業系食品ロス削減

食品ロス削減の取組を加速するため、外食時の食品ロス削減に向けて「食べきり協力店」事業を展
開します。

５年度 ６年度

             910            ▲ 84             994

郵送料の減

事業系食品ロス削減意識の高まり -

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

事業系食品ロ 事業系食品ロ 事業系食品ロ 事業系食品ロ 事業系食品ロ 事業系食品ロ 事業系食品ロ
ス削減意識の ス削減意識の ス削減意識の ス削減意識の ス削減意識の ス削減意識の ス削減意識の
醸成 醸成 醸成 醸成 醸成 醸成 醸成

達成 達成 達成 達成

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大が可能

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 事業系ごみ適正搬入推進事業

資源循環局事業系廃棄物対策課 一般会計 10 01 02

19 1 10

焼却工場において搬入物検査や一般廃棄物処理業者等に対する指導を実施することで、事業系ごみの減量化、資源化及び
適正処理を推進します。

５年度 ６年度

          36,862              218          36,644

プラスチックをはじめとした不適正搬入物をより減らしていくため、一般廃棄物処理業者等に対する指導に加え、搬入物
検査の結果をもとに、排出事業者への指導や業界団体への啓発に活かしていく。

1 事業系ごみ適正搬入推進事業

焼却工場において搬入物検査や一般廃棄物処理業者等に対する指導を実施することで、事業系ごみ
の減量化、資源化及び適正処理を推進します。

５年度 ６年度

          36,862              218          36,644

職員手当の増

検査率 ％

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

90 90 90 90 90 90 90

90 88 81 87

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 資源化施設基幹改修事業

資源循環局施設課 一般会計 10 01 02

19 99 11

資源選別施設は、いずれも整備から約20～30年を経過しており、施設を安定的に稼働させるために主要設備等の維持修繕
等を計画的に実施します。

５年度 ６年度

         106,649        ▲ 33,158         139,807

施設の運営が開始された当時との資源化に対する社会の取組は量、質ともに変化しており、これに対応するため設備の改
良・整備が必要である。また、施設の老朽化により、労働環境等に影響がでているため、計画的な改修により労働環境等
の改善も進める必要がある。

1 資源化施設基幹改修事業

資源選別施設屋上防水改修工事、鶴見資源化センター受入コンベヤ補修工事

５年度 ６年度

         106,649        ▲ 33,158         139,807

工事件数の減

工事件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

2 1 5 2 4 4 4

2 4 6 2

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 国際協力事業

資源循環局政策調整課 一般会計 10 01 02

25 2 12

Ｙ－ＰＯＲＴ事業・アフリカのきれいな街プラットフォーム（ＡＣＣＰ）を軸に、関係機関と連携しながら国際技術協力
を進めます。
ＴＩＣＡＤ９の横浜開催（令和７年）に向けて、様々な場面で横浜市の廃棄物行政をアピールします。
また、海外からの視察・研修の受入れ、国際会議等での横浜の廃棄物処理・資源化の取組の積極的発信、海外の廃棄物に
関する事例の調査等を進めます。

５年度 ６年度

           1,914            1,177             737

廃棄物管理に課題を抱える海外諸都市から本市の廃棄物管理の知見・ノウハウの提供を求められており、関係機関と連携
しながら効率的に実施できている。引き続き、国際協力事業を進め海外諸都市の廃棄物管理の向上に努めるとともに本市
のプレゼンス向上にもつなげていく。

1 国際協力事業

(1)　Ｙ－ＰＯＲＴ事業の推進
　  ①ベトナム国ダナン市
　　・ダナン市のモデル地区における有価物・食品廃棄物等の収集体制強化のための
　　　パイロット事業の実施
　　・ダナン市におけるダナン分別・収集計画や廃棄物管理マスタープランの改訂にむけた提言
　　・廃棄物管理のニーズ把握やノウハウ・経験の共有を行うため、来日研修の実施及び
　　　ダナン市へ職員の現地派遣
　　・市内企業との意見交換、情報共有等の実施
　  ⓶フィリピン国メトロセブ
　　・廃棄物管理のニーズ把握や現状調査を行うため、メトロセブへ職員の現地派遣
(2)　アフリカの廃棄物管理向上への協力
　　・アフリカのきれいな街プラットフォーム（ＡＣＣＰ）を通じた廃棄物管理研修の実施
　　・ＴＩＣＡＤ９、ＡＣＣＰ全体会合（令和７年横浜開催）に向けた準備
　　・ＡＣＣＰ研修のフォローアップ
(3)　海外諸都市からの視察・研修受入れ
(4)　人材育成のための研修会
(5)　本市の廃棄物管理の知見・ノウハウ、海外諸都市への協力実績等に関する啓発ツールの作成

５年度 ６年度

           1,914            1,177             737

啓発ツール作成による増

海外都市からの視察・研修受入れ 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

30 30 30 30 30 30 30

6 11 14 14



(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 事務所等運営費

資源循環局業務課 一般会計 10 01 03

19 99 1

　横浜市におけるごみの収集及び分別啓発の拠点となる施設の管理運営を行い、ごみと資源物の収集作業を支え、一般廃
棄物処理計画の推進と清潔な市民生活の実現への寄与を目指します。

５年度 ６年度

         368,179        ▲ 13,335         381,514

横浜市におけるごみの収集及び分別啓発の拠点となる施設の安定した運営が可能となるよう、適切な執行管理を行ってい
く。

1 繁忙等対策事業

一般廃棄物処理基本計画の推進に向けて普及啓発等きめ細やかな対応が求められるなか、電話対応
や収集支援等により市民サービスの向上や効率的な事務所運営を確保するために、会計年度任用職
員の任用を行います。

５年度 ６年度

          16,416            2,709          13,707

職員の報酬改定による増

効率的な事務所運営 －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

達成 達成 達成 達成

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 事務所等運営事業

事務所運営に必要な物品の購入や施設に応じた適切な修繕、委託の実施、その他諸経費の支出を行
います。

５年度 ６年度

         351,762        ▲ 16,045         367,807

修繕必要箇所の減

施設機能の維持 －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

達成 達成 達成 達成

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めてい

ない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 事務所等整備補修費

資源循環局業務課 一般会計 10 01 03

19 99 2

　横浜市におけるごみの収集及び分別啓発の拠点となる収集事務所等の劣化状況を調査し、その結果に基づき、必要な工
事を実施します。

５年度 ６年度

          51,459            5,649          45,810

横浜市におけるごみの収集及び分別啓発の拠点となる施設の劣化状況等を調査し、長寿命化に向けた改修を計画的かつ効
率的に行っていく。

1 事務所等整備補修費

鶴見事務所衛生設備改修工事、港北事務所空調設備更新工事、緑事務所空調設備更新工事、北部事
務所給水設備工事

５年度 ６年度

          51,459            5,649          45,810

緊急性の高い設備故障への工事対応（中事務所廃水圧送ポンプ補修）を行ったことによる増

工事実施件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

4 5 7 4 4 4 4

4 4 5 5

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 車両等維持管理費

資源循環局車両課 一般会計 10 01 04

19 99 1

　ごみ収集車両の点検整備に係る法定費用及び車両整備施設等の維持管理と車検に必要な重量税及び自賠責保険等の執行
をします。

５年度 ６年度

          71,095            6,090          65,005

本事業については法令等を遵守し執行しており、今後も経費節減を念頭に置きながら効率的な事業運営に取り組んでいく
。

1 車両等維持管理費

ごみ収集車両の点検整備に係る法定費用及び車両整備施設等の維持管理と車検に必要な重量税及び
自賠責保険等の執行をします。

５年度 ６年度

          71,095            6,090          65,005

会計年度任用職員の人件費の増及び重量税の増

管理している車両台数 台

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

988 985 986 986 986 986 986

988 985 986 978

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・一部委託

等が可能

・事務改善

が可能

・負担は適

切である



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 車両保全費

資源循環局車両課 一般会計 10 01 04

19 99 2

ごみ収集車両の保全整備及び維持管理

５年度 ６年度

         215,337        ▲ 20,612         235,949

修理車両の増加傾向による修繕費の増大、部品原材料や車検整備費用等の高騰による経費の増大が見込まれる。部品の交
換サイクルの見直しなど安全性を担保しながら事業費を抑制するとともに、引き続き環境に配慮した調達を実施していく
。

1 車両保全費

ごみ収集車両の保全整備及び維持管理

５年度 ６年度

         215,337        ▲ 20,612         235,949

車両修繕料の減

再生タイヤ使用数 本

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

302 620 620 250 250 250 250

326 179 195 196

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・負担は適

切である



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 車両燃料費

資源循環局車両課 一般会計 10 01 04

19 99 3

ごみ収集車両等の走行に必要な事業用車両燃料（ガソリン・軽油等）を購入します。

５年度 ６年度

         329,146         ▲ 2,945         332,091

車両燃料事業については法令等を遵守し、安定的かつ速やかに事業用車両燃料を供給できるよう執行しています。今後も
効率的かつ適正な事業運営に取り組む予定。

1 車両燃料費

ごみ収集車両等の走行に必要な事業用車両燃料（ガソリン・軽油等）を購入します。

５年度 ６年度

         329,146         ▲ 2,945         332,091

燃料使用量の減

燃料（ガソリン・軽油）の購入量 L

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

2,099,000 2,092,001 1,960,000 1,982,210 1,982,210 1,982,210 1,982,210

2,027,232 2,003,950 2,017,434 1,997,153

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 整備工場補修費

資源循環局車両課 一般会計 10 01 04

19 99 4

経年劣化の状況を調査し、その結果に基づき、必要な工事を実施します。

５年度 ６年度

           5,805           ▲ 443           6,248

本局事業を運営するうえで必要な施設整備、保全を目的とした事業であり、今後も施設の長寿命化に努め費用節減に取り
組んでいく。

1 整備工場補修費

車両課本工場及び各派遣整備工場における修繕工事

５年度 ６年度

           5,805           ▲ 443           6,248

工事内容の違いによる実行減

計画的な改修工事の執行 －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

工事実施 工事実施 工事実施 工事実施 工事実施 工事実施 工事実施

達成 達成 達成 達成

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・一部委託

等が可能

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 車両調達費

資源循環局車両課 一般会計 10 01 04

19 99 5

ごみ収集車両等の適正な更新管理

５年度 ６年度

       1,105,842       ▲ 121,329       1,227,171

近年の鋼材等の原材料価格高騰や人材不足により、車両調達経費は増加傾向、納車期間は長期化傾向にある。効率的な調
達方法を検討し、必要車両台数の確保に努めていく。また、リースを中心とした車両調達の現状について、車両購入の効
果を引き続き検討し、長期的な車両調達費の抑制につなげていく。

1 車両調達費

ごみ収集車両等の適正な更新管理

５年度 ６年度

       1,105,842       ▲ 121,329       1,227,171

車両調達額の差による減

ごみ収集車の安定稼働・稼働している車両総数（予算車両数） 台

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

975 888 898 868 868 868 868

977 833 837 821

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 粗大ごみ処理事業

資源循環局業務課 一般会計 10 02 01

19 99 1

　家庭から排出される粗大ごみを収集し、適正に処理します。

５年度 ６年度

       1,974,366           83,035       1,891,331

粗大ごみ受付業務及び手数料収納事務について、粗大ごみ自己搬入施設での現地電子決済導入により一部事務改善が可能
。ただし、施設整備を伴うため、実施有無・時期については費用対効果を踏まえて要検討。

1 粗大ごみ受付収集事業

粗大ごみ受付業務、収集運搬業務を民間事業者へ委託して実施します。

５年度 ６年度

       1,620,568           60,398       1,560,170

人件費等増による増

粗大ごみ受付件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1,501,642 1,452,488 1,539,638 1,632,016 1,729,937 1,833,733 1,943,756

1,370,272 1,307,534 1,271,838 1,290,545

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・負担は適

切である



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 粗大ごみ処理手数料収納事業

コンビニや金融機関の手数料収納事務委託、処理券等の印刷、コンビニや金融機関への処理券等配
送委託、納付書の集計委託等を行います。

５年度 ６年度

         105,944        ▲ 13,887         119,831

粗大ごみ処理手数料収納件数の減による委託料の減

市民への処理券の供給

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

安定した供給 安定した供給 安定した供給 安定した供給 安定した供給 安定した供給 安定した供給

達成 達成 達成 達成

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・事務改善

が可能

・負担は適

切である

3 ヤード管理運営事業

市民が粗大ごみを持ち込むための自己搬入ヤードを設け、ヤードの管理運営業務を委託して実施し
ます。
また、粗大ごみ金属中間処理業務を委託して実施します。

５年度 ６年度

         247,854           36,524         211,330

電子決済導入のための整備による増

粗大ごみ自己搬入個数 個

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

483,547 402,634 446,923 496,085 550,654 611,226 678,461

362,733 330,424 330,462 360,795

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・負担は適

切である



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 適正処理総務管理費

資源循環局業務課 一般会計 10 02 01

19 99 2

　市民の生活から排出されるごみの収集、運搬及び処理を適切かつ効率的に実施するための事務を行い、それにかかる経
費を執行します。

５年度 ６年度

         160,356        ▲ 24,680         185,036

市民の生活から排出されるごみの収集、運搬及び処理について、安定した運営が可能となるように適正な執行管理を行っ
ていく。

1 動物死体処理事業

家庭で飼育されている犬・猫等の動物及び路上等に放置されている動物の死体の収集を民間事業者
に委託して実施します。

５年度 ６年度

          49,126         ▲ 1,051          50,177

飼育動物の収集個数の減

動物死体処理個数 個

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

11,039 10,759 10,587 10,355 10,137 9,923 9,714

10,511 9,955 9,213 8,672

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・負担割合

の工夫が可

能



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 集積場所関連事業

　ごみ集積場所の適切な利用を促進するため、集積場所利用者・管理者への啓発、集積場所の改善
支援などを行います。

５年度 ６年度

           6,394            4,608           1,786

貸出用ネットボックスの調達による増

適切な啓発・支援の実施 －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

達成 達成 達成 達成

・維持 ・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 ごみ収集運搬業務事業

　ごみ収集業務に必要な物品購入や、ごみと資源物の搬送時に有料道路を利用します。

５年度 ６年度

          83,736        ▲ 11,548          95,284

啓発用取り残し対応シール作成部数の減

着実で効率的なごみ収集 －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

達成 達成 達成 達成

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 ごみ出しが困難な方への支援事業

　ごみを集積場所まで持ち出すことができないひとり暮らしの高齢者等の玄関先まで収集に伺うふ
れあい収集を実施します。
　また、いわゆる「ごみ屋敷」問題の解決に向け、当事者に寄り添った福祉的な支援を重視しなが
ら、関係区局と連携し、堆積物の排出支援を行います。

５年度 ６年度

           3,389           ▲ 820           4,209

タブレット保管庫等の配備完了（５年度）による減

ふれあい収集利用世帯数 世帯

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

8,279 8,279 8,688 9,431 9,431 9,431 9,431

8,688 9,431 10,226 10,875

・増える ・条例 ・該当なし ・目標を上

回った

・委託等不

可

・該当なし ・求めてい

ない

5 労務特別対策事業

　夏季・年末年始等の繁忙期に会計年度任用職員を任用します。

５年度 ６年度

          12,048            2,576           9,472

報酬改定による増

雇用日数 日

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1,100 1,100 1,050 1,050 1,050 1,050 1,050

1,048 1,017 996 970

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

6 ごみの出し方ＰＲ事業

　ごみと資源物の分け方・出し方等を周知するために、集積場所に貼付するシールや収集車で放送
する広報テープ等を作成します。

５年度 ６年度

           1,653        ▲ 16,490          18,143

必要物品の減

収集曜日の周知、分別意識の向上 －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

達成 達成 達成 達成

・維持 ・なし ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・契約方法

の工夫が可

能

・求めるべ

きではない

7 その他事務費

　ごみの収集、運搬及び処理に係る事務を実施します。

５年度 ６年度

           4,009         ▲ 1,956           5,965

プラ分別拡大にかかる周知物品作成完了による減

－ －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

－ － － － － － －

－ － － －

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 家庭ごみ収集運搬業務委託事業

資源循環局業務課 一般会計 10 02 01

19 99 3

家庭から排出されたプラスチック資源及び缶・びん・ペットボトルの収集運搬業務を、民間事業者に委託して実施します
。

５年度 ６年度

       4,029,734          341,822       3,687,912

資源物の収集実績に応じて計画台数を見直し、効率的な事業運営を推進する。

1 家庭ごみ収集運搬業務委託事業

市内全域の家庭から排出されたプラスチック資源及び缶・びん・ペットボトルの収集運搬業務につ
いて、民間事業者に委託して実施します。

５年度 ６年度

       4,029,734          341,822       3,687,912

労務単価の改定等による収集運搬業務委託料の増

委託率 ％

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

100 100 100 100 100 100 100

100 100 100 100

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 中継輸送業務委託事業

資源循環局施設課 一般会計 10 02 01

19 99 4

輸送事務所（神奈川輸送事務所、戸塚輸送事務所、神明台輸送事務所）及び休止中の保土ケ谷工場の中継用プラントにお
ける家庭ごみ中継輸送業務について、より効率的・効果的な執行体制を確立するため、ごみの運搬及び施設管理を委託に
より実施します。

５年度 ６年度

         657,632           18,187         639,445

ごみ処理は市民生活等へ影響が大きいため、安定した処理を目的に実施しています。引き続き、適切なごみの運搬及び施
設管理を進めます。

1 中継輸送業務委託事業

市内4か所の輸送事務所に係る輸送事務所管理運営業務委託、燃やすごみ中継輸送業務委託、中継
輸送業務用コンテナの借入

５年度 ６年度

         657,632           18,187         639,445

委託費の増

輸送搬出量 ｔ

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

236,259 235,363 235,363 220,486 220,486 220,486 220,486

233,910 226,486 219,006 212,323

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 輸送事務所補修費

資源循環局施設課 一般会計 10 02 01

19 99 5

各輸送事務所の経年劣化している機器の補修や消耗品の交換を行い機能維持を図ります。

５年度 ６年度

          91,235        ▲ 50,953         142,188

ごみ処理は市民生活等へ影響が大きいため、施設の安定稼働を目標としている。施設や設備の補修や更新などを適切に行
うことで安定稼働を維持していく。

1 輸送事務所補修費

神奈川輸送事務所ごみ積替施設補修工事、神明台輸送事務所ごみ積替施設補修工事、戸塚輸送事務
所ごみ積替施設補修工事

５年度 ６年度

          91,235        ▲ 50,953         142,188

工事件数の減

工事件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3 3 3 3 3 3 3

3 3 6 3

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 クリーンタウン横浜事業

資源循環局街の美化推進課 一般会計 10 02 01

19 99 6

「横浜市空き缶等及び吸い殻等の散乱の防止等に関する条例」に基づき、美化対策及び路上喫煙対策を実施し、清潔で安
全なまちづくりを推進します。

５年度 ６年度

         157,610         ▲ 9,315         166,925

各事業の結果や評価を踏まえ、次年度以降は業務の効率化を図ると共に、委託内容や実施場所の選定方法を含めて、より
効果的な執行に向けて再検討を行う。

1 クリーンアップ事業

・都心部美化推進重点地区における歩道・駅前広場の清掃、美化推進重点地区の拡大・検討
・喫煙所及び周辺清掃（喫煙所等産業廃棄物処理を含む）

５年度 ６年度

          51,053         ▲ 6,845          57,898

委託料の減

歩道・駅前広場清掃回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

605 581 501 501 501 501 501

605 581 538 537

・維持 ・条例 ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大が可能

・契約方法

の工夫が可

能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 喫煙禁止地区及び歩行喫煙防止対策事業

市内８地区の喫煙禁止地区内における違反者対応及び市内主要駅における歩きたばこ防止パトロー
ルを実施します。

５年度 ６年度

         100,747            5,033          95,714

人件費（報酬単価）増のため

喫煙を中止させた割合（喫煙禁止地区） ％

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

100 100 100 100 100 100 100

99.0 98.3 98.7 99.0

・維持 ・条例 ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大が可能

・契約方法

の工夫が可

能

・求めるべ

きではない

3 条例に係る各種広報事業

・看板・路面標示の設置：喫煙禁止地区路面標示シートの貼替委託
・まちの美化支援活動　：ごみ拾い情報ホームページの運用によるごみ拾い活動の活性化

５年度 ６年度

           5,020         ▲ 6,685          11,705

喫煙禁止地区の地区指定検討に伴う減（指定時期の見直し）

路面標示 地区

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3 2 4 3 2 4 3

3 2 3 ４

・維持 ・条例 ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大が可能

・契約方法

の工夫が可

能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 事業運営費

クリーンタウン横浜事業の実施に要する出張や事務用品等の調達、連絡調整・運搬等を行います。

５年度 ６年度

             790              139             651

必要物品調達による消耗品費の増

－ －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

－ － － － － － －

－ － － －

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 不法投棄等対策事業

資源循環局街の美化推進課 一般会計 10 02 01

19 99 7

不法投棄された廃棄物の早期撤去を行うほか、不法投棄の防止を図ります。
また、「横浜市放置自動車及び沈船等の発生の防止及び適正な処理に関する条例」に基づき、放置自動車を撤去、処分し
ます。

５年度 ６年度

           8,852         ▲ 1,038           9,890

不法投棄や放置自動車の量をコントロールすることは困難であるが、引き続き、不法投棄防止看板の設置や夜間監視パト
ロール等を通じ、普及・啓発に努めていく。また、ごみがごみを呼ぶ状況にならないよう、関係区局・収集事務所・土木
事務所と連携し、現場からの迅速な撤去・処理に取り組んでいく。

1 不法投棄防止事業

不法投棄の未然防止を図ります。

５年度 ６年度

             867           ▲ 612           1,479

実績による減

不法投棄防止看板作成数 枚

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

50 500 450 180 180 180 180

848 872 937 200

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大が可能

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 不法投棄物適正処理事業

不法投棄された家電４品目を適正に処理します。
不法投棄された処理困難物（タイヤ、廃塗料等）を適正に処理します。

５年度 ６年度

           7,733           ▲ 169           7,902

処理量の減

家電４品目回収台数 台

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1,304 1,120 1,265 1,119 1,119 1,119 1,119

1,214 1,086 996 944

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 放置自動車対策事業

横浜市放置自動車及び沈船等の発生の防止及び適正な処理に関する条例に基づき、放置自動車につ
いては調査を実施し、所有者による撤去を促すほか所有者が判明しない自動車については、公告、
廃物認定を経た後に撤去します。

５年度 ６年度

             251           ▲ 259             510

処理実績の減

発見・通報台数 台

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

100 100 50 50 50 50 50

36 45 28 28

・維持 ・条例 ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 共同溝管理事業

資源循環局施設課 一般会計 10 02 01

99 99 8

共同溝内の管路について、共同溝特措法に基づく共同溝占有者としての権利義務に基づき共同溝の維持管理に関する経費
を執行します。また、道路に埋設されている管路について適切に維持管理を行うとともに、共同溝内の管路の撤去に向け
た現況調査を進めます。

５年度 ６年度

           8,845         ▲ 1,855          10,700

管路の撤去も視野に入れ、今後かかる維持管理費と撤去費等を比較したうえで、より良い手法について検討が必要です。

1 共同溝管理事業

共同溝特措法に基づく経費の執行

５年度 ６年度

           8,845         ▲ 1,855          10,700

工事費の減

共同溝の安定した維持管理 －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

達成 達成 達成 達成

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・一部委託

等が可能

・該当なし ・負担は適

切である



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 施設管理費

資源循環局施設課 一般会計 10 02 02

19 99 1

会計年度任用職員関係経費の支出、工場合同設計による委託執行事務、汚染負荷量賦課金の納付等の経費を執行します。
併せて、施設課の運営上必要な経費を執行します。

５年度 ６年度

         219,649           35,726         183,923

工場の安定運営のため、引き続き適切な施設管理が必要である。

1 工場共通費

工場合同設計による委託執行事務、汚染負荷量賦課金の納付等の経費を執行します。

５年度 ６年度

          61,777         ▲ 9,324          71,101

委託費の減

－ －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

－ － － － － － －

－ － － －

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 廃棄物受入事業

41人の会計年度任用職員を採用します。

５年度 ６年度

         157,872           45,050         112,822

報酬改定による増

会計年度任用職員の雇用人数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

35 34 37 41 41 41 41

39 37 40 38

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 工場運営費

資源循環局施設課 一般会計 10 02 02

19 3 2

市内から排出される可燃ごみの焼却処理を円滑に行うため、維持管理経費を執行します。

５年度 ６年度

       2,449,075           39,880       2,409,195

一般廃棄物は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の規定により、市町村が当該市町村の区域内の一般廃棄物処理
計画を定め、適正な処理を行うことが義務づけられている。必要な薬品・物品等の購入費用や発電収入は、景気の動向等
により変化するため、動向を見極めながら、効率的な工場運営を実施していく必要がある。

1 鶴見工場運営費

鶴見工場に搬入される可燃ごみを安定的かつ衛生的に焼却処理するために、維持管理経費を執行し
ます。

５年度 ６年度

         765,863          133,000         632,863

運転計画の変更による増

焼却量 t

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

208,936 203,520 284,928 284,928 284,928 284,928 284,928

211,424 208,918 265,601 241,968

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 保土ケ谷工場運営費

保土ケ谷工場に搬入される可燃ごみを安定的かつ衛生的に中継輸送するために、維持管理経費を執
行します。

５年度 ６年度

         177,591        ▲ 12,461         190,052

運転計画の変更による減

施設の稼働状況 ―

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

安定稼働 安定稼働 安定稼働 安定稼働 安定稼働 安定稼働 安定稼働

達成 達成 達成 達成

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 旭工場運営費

旭工場に搬入される可燃ごみを安定的かつ衛生的に焼却処理するために、維持管理経費を執行しま
す。

５年度 ６年度

         363,500            5,838         357,662

運転計画の変更による増

焼却量 t

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

137,239 128,563 127,354 127,354 127,354 127,354 127,354

136,732 127,478 125,651 122,972

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 金沢工場運営費

金沢工場に搬入される可燃ごみを安定的かつ衛生的に焼却処理するために、維持管理経費を執行し
ます。

５年度 ６年度

         608,416       ▲ 129,099         737,515

運転計画の変更による減

焼却量 ｔ

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

278,712 284,160 284,928 284,928 284,928 284,928 284,928

257,918 275,586 253,810 260,165

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

5 都筑工場運営費

都筑工場に搬入される可燃ごみを安定的かつ衛生的に焼却処理するために、維持管理経費を執行し
ます。

５年度 ６年度

         533,705           42,602         491,103

運転計画の変更による増

焼却量 ｔ

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

268,280 252,960 171,264 171,264 171,264 171,264 171,264

263,049 236,686 174,913 184,044

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 施設計画管理費

資源循環局施設計画課 一般会計 10 02 02

19 3 3

施設計画課の運営上必要な経費を執行します。
また、ごみ処理を将来にわたり安定的に継続していくため、新しい廃棄物処理施設について基礎的な調査、検討を行いま
す。

５年度 ６年度

          97,486           77,098          20,388

業務の効率化に引き続き取り組み、不適切な事務処理の発生を防止する。

1 施設計画管理費

施設計画課の運営上必要な経費を執行します。
また、ごみ処理を将来にわたり安定的に継続していくため、新しい廃棄物処理施設の整備について
基礎的な調査、検討を行います。

５年度 ６年度

          97,486           77,098          20,388

事業計画の見直しによる増

－ －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

－ － － － － － －

－ －

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 工場補修費

資源循環局施設課 一般会計 10 02 02

19 99 4

市内から排出される家庭系及び事業系の可燃ごみの焼却処理を円滑に行うため、焼却工場の補修工事を実施します。

５年度 ６年度

       2,788,075          713,692       2,074,383

施設の老朽化が進む中で、施設の安定稼働を実現する必要がある。
補修工事を実施することにより、施設の安定的な稼働が実現し、焼却工場に搬入される可燃ごみの焼却処理と排ガス処理
を円滑に行うことができる。

1 鶴見工場補修費

鶴見工場に搬入される可燃ごみを安定的かつ衛生的に焼却処理するために、補修工事を実施します
。

５年度 ６年度

       1,340,942          831,307         509,635

補修計画による増

焼却量 t

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

208,936 203,520 284,928 284,928 284,928 284,928 284,928

211,424 208,918 265,601 241,968

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 保土ケ谷工場補修費

保土ケ谷工場に搬入される可燃ごみを安定的かつ衛生的に中継輸送するために、補修工事を実施し
ます。

５年度 ６年度

           2,574         ▲ 5,026           7,600

補修計画による減

施設の稼働状況 ―

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

安定稼働 安定稼働 安定稼働 安定稼働 安定稼働 安定稼働 安定稼働

達成 達成 達成 達成

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 旭工場補修費

旭工場に搬入される可燃ごみを安定的かつ衛生的に焼却処理するために、補修工事を実施します。

５年度 ６年度

         392,320        ▲ 81,619         473,939

補修計画による減

焼却量 t

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

137,239 128,563 127,354 127,354 127,354 127,354 127,354

136,732 127,478 125,651 122,972

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 金沢工場補修費

金沢工場に搬入される可燃ごみを安定的かつ衛生的に焼却処理するために、補修工事を実施します
。

５年度 ６年度

         444,142       ▲ 140,695         584,837

補修計画による減

焼却量 ｔ

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

278,712 284,160 284,928 284,928 284,928 284,928 284,928

257,918 275,586 253,810 260,165

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

5 都筑工場補修費

都筑工場に搬入される可燃ごみを安定的かつ衛生的に焼却処理するために、補修工事を実施します
。

５年度 ６年度

         608,098          109,726         498,372

補修計画による増

焼却量 ｔ

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

268,280 252,960 171,264 171,264 171,264 171,264 171,264

263,049 236,686 174,913 184,044

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 焼却灰資源化事業

資源循環局施設課 一般会計 10 02 02

19 99 5

　焼却灰の埋立量を削減し、最終処分場の延命を行うため、焼却灰の資源化を実施する。

５年度 ６年度

          15,333         ▲ 8,226          23,559

焼却灰の資源化委託が可能な事業者は全国でも限られているが、入札での競争性を保ち、処理単価を抑制するため、幅広
い焼却灰資源化手法を取り入れていく。

1 焼却灰資源化

焼却灰の埋立量を削減し、最終処分場の延命を行うため、焼却灰の資源化を実施する。

５年度 ６年度

          15,333         ▲ 8,226          23,559

焼却灰資源化量の減

焼却灰の資源化量 トン

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

26,000 43,000 43,000 31,000 31,000 31,000 31,000

796 986 793 565

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標を下

回った

・委託等の

拡大が可能

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 保土ケ谷工場再整備事業

資源循環局施設計画課 一般会計 10 02 02

19 03 6

将来にわたり、安定的にごみ処理を継続するため、保土ケ谷工場の建替えによる再整備を行います。

５年度 ６年度

       4,175,620        4,021,624         153,996

設計の積算ミス等不適切な事務処理の発生を防止する。また、引続き国費の確保に向け国等の動向を確認していく。

1 保土ケ谷工場再整備事業

保土ケ谷工場（仮称）改築工事の契約を行うとともに、保土ケ谷工場の解体及び建設に係る設計等
を進めます。
また、保土ケ谷輸送事務所の建設を進めます。

５年度 ６年度

       4,175,620        4,021,624         153,996

事業進捗による増

保土ケ谷工場再整備事業 -

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

工場整備計画 新工場発注支 新工場発注支 新工場建設工 新工場建設等 新工場建設等 新工場建設等
策定等の工程 援業務、要員 援業務、橋梁 事契約、中継 の工程管理 の工程管理 の工程管理
管理 宿舎解体工事 解体工事、中 輸送施設建設

等の工程管理 継輸送施設建 工事等の工程
設工事等の工 管理
程管理

環境影響調査 新工場発注支 新工場発注支 中継輸送施設
、中継輸送施 援業務、要員 援業務、橋梁 建設工事、新
設設計委託等 宿舎解体工事 解体工事、中 工場改築工事

等 継輸送施設建 （解体）等
設工事等

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・財源確保

が可能

・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 焼却工場排ガス処理設備等整備事業

資源循環局施設課 一般会計 10 02 02

19 99 7

ごみ焼却工場における排ガス処理設備のうち、基幹部分について補修工事を行い、適正な排ガス処理を維持します。

５年度 ６年度

             329        ▲ 77,536          77,865

基幹的設備の補修は安全性を確保するための重要な事業であり、予算内において適正な排ガス処理を維持している。また
、焼却工場は竣工から23～40年が経過しており、年々劣化が進み機器補修費が増加しているため、補修の対象機器及び補
修内容を更に精査し、限られた予算の中で補修を行っていく必要がある。

1 焼却工場排ガス処理設備等整備事業

焼却工場のバグフィルターろ布を交換します。

５年度 ６年度

             329        ▲ 77,536          77,865

焼却工場において大規模な故障があり、事業計画を変更したことによる減

整備計画対象設備台数 炉

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

2 2 2 2 2 2 2

2 2 2 0

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めてい

ない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 焼却工場広報啓発事業

資源循環局施設課 一般会計 10 02 02

19 1 8

　地域に密着した情報発信・環境学習の拠点として、焼却工場での啓発スペース及びリユース家具の展示品の充実など機
能強化を図るとともに、出前講座・見学会の実施などの普及啓発を行います。また、自治会長をはじめとする地域の方に
対して、焼却工場への理解を求めるための事業を行います。

５年度 ６年度

           1,190              537             653

新たに制定された「ヨコハマプラ5.3計画」の普及啓発を実施するとともに、引き続き焼却工場やごみの分別について地
域の方々に理解を求めていくため、工場でのイベントや出前教室等の事業を行っていく必要がある。

1 焼却工場広報啓発事業

工場紹介事業として、イベントの開催、工場見学会・出前教室の実施、工場設備の実物等展示（蒸
気タービン、クレーンバケット）などを行います。
また、啓発に必要な物品（見学会物品、イベント用物品等）を購入し活用します。

５年度 ６年度

           1,190              537             653

イベント経費の増

学校見学会の回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

360 360 360 360 360 360 360

293 346 379 372

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・一部委託

等が可能

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 港南工場跡地活用事業

資源循環局施設課 一般会計 10 02 02

19 99 9

南部病院再整備事業を行う医療局と連携し、旧港南工場敷地を南部病院再整備用地とするため、旧港南工場の解体・崖地
の整備を実施します。

５年度 ６年度

               0       ▲ 163,832         163,832

港南工場跡地活用事業については、医療局及び済生会南部病院と連携して行っている事業のため、両者と連携しながら今
後のスケジュールを検討していく。

1 港南工場跡地活用事業

南部病院で行う解体工事について負担します。

５年度 ６年度

               0       ▲ 163,832         163,832

解体工事未実施による減

スケジュール －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

解体設計、 崖地対策工事 崖地対策工事 解体工事 解体工事 解体工事 事業終了
崖地対策検討 、 解体工事

達成 達成 解体工事未実 未達成
施

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 廃棄物検査費

資源循環局政策調整課 一般会計 10 02 02

19 99 10

焼却工場の維持管理及び横浜市一般廃棄物処理基本計画に基づくごみの減量化・資源化施策推進、環境価値に係る証書作
成の基礎資料とするため、ごみ組成等調査を委託により実施します。

５年度 ６年度

          49,899            4,913          44,986

各種法令や施策検討のために必要な事務であり、ごみの組成等の調査を実施する唯一の事業として効率的に実施できてい
る。今後も社会的動向の変化を捉え、効果的な施策に反映するため、調査内容の見直し等を適宜行う。

1 廃棄物検査費

工場搬入ごみ調査（各工場1回/月）、家庭系ごみ調査（64回）、事業系ごみ調査（4回）をそれぞ
れ実施し、ごみの性状・組成等のデータや、バイオマス比率、分別状況等を把握します。プラスチ
ック対策調査は、新たな横浜市一般廃棄物処理基本計画におけるプラスチック削減目標の管理やプ
ラスチック一括回収に関わる施策検討に活用します。

５年度 ６年度

          49,899            4,913          44,986

ごみ組成調査回数の増

調査回数 回数

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

141 168 192 216 216 216 216

182 171 186 218

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 工場環境保全調査費

資源循環局政策調整課 一般会計 10 02 02

19 99 11

環境法令等に基づき、焼却工場等の適正管理のため、排水、排ガス及び焼却灰等の分析・調査を行います。調査内容につ
いては、施設管理者と共有し、結果を国及び規制部局に報告します。

５年度 ６年度

          50,056           ▲ 559          50,615

法令により実施が義務付けられている事務であり、焼却工場の排ガス等の測定等を行う唯一の事業として効率的に実施で
きている。今後も効率的な事業執行を念頭に環境法令遵守のため、引き続き事業を実施していく。

1 工場環境保全調査費

環境法令等に基づき、焼却工場等の適正管理のため、排水、排ガス及び焼却灰等の分析・調査を行
います。調査内容については、施設管理者と共有し、結果を国及び規制部局に報告します。

５年度 ６年度

          50,056           ▲ 559          50,615

調査内容の見直しによる減

検体数 検体

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

734 719 722 676 676 676 676

715 698 703 671

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 処分地管理費

資源循環局施設課 一般会計 10 02 03

19 99 1

埋立を終了した最終処分場の適切な維持管理を行う。

５年度 ６年度

         171,856            2,468         169,388

埋立を終了している最終処分場の維持管理については、すでに外部委託しており廃棄物処理法及び関係法令の基準を満た
すまで、引続き適正に維持管理することが必要である。

1 処分地管理

神明台処分地及び旧処分地の適正な維持管理業務を実施する。

５年度 ６年度

         171,856            2,468         169,388

樹木管理に係る委託料の増

埋立終了後の最終処分場の維持管理 －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

達成 達成 達成 達成

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 処分地環境保全調査費

資源循環局政策調整課 一般会計 10 02 03

19 99 2

環境法令等に基づき、廃棄物最終処分場等の適正管理のため、調査を行います。調査内容については、施設管理者と共有
し、結果を国及び規制部局に報告します。

５年度 ６年度

          25,653         ▲ 4,387          30,040

法令により実施が義務付けられている事務であり、最終処分場の排水等の測定等を行う唯一の事業として効率的に実施で
きている。今後も環境法令遵守のため、効率的な事業執行に努めていく。

1 処分地環境保全調査費

廃棄物最終処分場及びその他関連施設の排水等について、規制基準を遵守するため、法令で定めら
れた頻度に従い、調査を行います。また、処分地の周辺住民の安心・安全を確保するため、処分地
内外で大気・水質等の各種調査を行い、周辺住民へ調査結果の説明を行います。
原発事故による影響を確認するため、南本牧廃棄物最終処分場で放射性物質のモニタリングを行い
ます。

５年度 ６年度

          25,653         ▲ 4,387          30,040

調査内容の見直しによる減

検体数 検体

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

873 750 750 849 849 849 849

992 738 765 803

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 排水処理施設維持管理費

資源循環局施設課 一般会計 10 02 03

19 99 3

　埋立が終了した最終処分場に設置された排水処理施設等を適正に維持管理し、関係法令等の排水基準を遵守して下水道
又は河川へ放流することにより、周辺環境の保全及び環境負荷低減を図る。

５年度 ６年度

         192,839           31,181         161,658

今後すべての排水処理施設について管理業務の委託を進めていく。

1 排水処理施設維持管理

　埋立が終了した最終処分場に設置された排水処理施設等を適正に維持管理し、関係法令等の排水
基準を遵守して下水道又は河川へ放流することにより、周辺環境の保全及び環境負荷低減を図る。

５年度 ６年度

         192,839           31,181         161,658

維持管理業務の一部委託化による増

施設の適正な運転及び維持管理 ―

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

達成 達成 達成 達成

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・全部委託

等が可能

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 南本牧埋立事業負担金

資源循環局施設課 一般会計 10 02 03

99 99 4

　ごみの資源化・減量化により南本牧廃棄物最終処分場の延命が図られ、港湾局による当該用地の売却が遅れたことによ
り生じた、港湾局（埋立事業会計）起債の「借換債利子」及び「遮水護岸維持管理費」等を原因者である資源循環局（一
般会計）が負担します。

５年度 ６年度

          60,015        ▲ 13,160          73,175

処分場は供用終了後であっても廃止基準に適合し廃止に至るまで適切に維持管理を行う必要があることから、港湾局と協
議しながら適切に予算執行していく。

1 南本牧埋立事業負担金

ごみの資源化・減量化により南本牧廃棄物最終処分場の延命が図られ、港湾局による当該用地の売
却が遅れたことにより生じた、港湾局（埋立事業会計）起債の「借換債利子」及び「遮水護岸維持
管理費」等を原因者である資源循環局（一般会計）が負担します。

５年度 ６年度

          60,015        ▲ 13,160          73,175

借換債利子等負担額の減

負担金の適正な支出 －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

負担金支出 負担金支出 負担金支出 負担金支出 負担金支出 負担金支出 負担金支出

達成 達成 達成 達成

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 南本牧最終処分場運営管理事業

資源循環局施設課 一般会計 10 02 03

19 99 5

　一般廃棄物の受入業務を適正に行い、効率的な埋立処分や排水処理施設の適正な維持管理等、最終処分場の円滑な運営
を行います。

５年度 ６年度

         260,697           12,024         248,673

一般廃棄物の搬入管理、施設の点検・修繕など効率的かつ適切に実施するとともに、ネーミングライツなど財源確保や施
設の魅力を高める方策を検討していく。

1 南本牧最終処分場運営管理

一般廃棄物の受入業務を適正に行い、効率的な埋立処分や排水処理施設の適正な維持管理等、最終
処分場の円滑な運営を行います。

５年度 ６年度

         260,697           12,024         248,673

労務単価上昇による委託費の増

最終処分場の円滑な運営と廃棄物の適正処理 －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

達成 達成 達成 達成

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・財源確保

が可能

・負担は適

切である



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 処分地施設補修費

資源循環局施設課 一般会計 10 02 03

19 99 6

各処分地の排水処理施設の維持管理及び必要に応じた処分場施設の補修を行う。

５年度 ６年度

          20,312           ▲ 435          20,747

施設の老朽化が進む中で、施設の安定稼働を実現するための取組について検討していく。

1 処分地施設補修

各処分地排水処理設備補修工事、神明台処分地舗装補修工事、神明台処分地排水施設改修工事、旧
処分地覆土工事等を実施する。

５年度 ６年度

          20,312           ▲ 435          20,747

工事の実施時期見直しによる減

施設の安定稼働に必要な補修 －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

達成 達成 達成 達成

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 南本牧最終処分場一般廃棄物関係事業

資源循環局施設課 一般会計 10 02 03

19 99 7

　南本牧最終処分場の排水処理施設等の維持管理を適切に行うとともに、必要に応じた施設の補修を実施し、処分場周辺
の環境を保全する。

５年度 ６年度

           2,960            2,960               0

最終処分場の安定稼働のため、適切な時期に補修工事を実施する。

1 南本牧排水処理設備等改修工事

南本牧最終処分場の排水処理施設等の維持管理を適切に行うとともに、必要に応じた施設の補修を
実施し、処分場周辺の環境を保全する。

５年度 ６年度

           2,960            2,960               0

トイレ改修工事実施による増

施設の安定稼働に必要な補修 －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

達成 未実施 未実施 達成

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 南本牧ふ頭第５ブロック処分場整備事業

資源循環局施設課 一般会計 10 02 03

19 99 8

　廃棄物の受入れ先とする第５ブロック新規処分場整備に係る方針決裁（平成16年3月1日市長決裁）に基づき、埋立事業
会計で整備した既設外周護岸等について埋立事業会計へ負担金を支出するほか、施設の維持管理に必要な経費を支出する
ものです。

５年度 ６年度

       5,260,084        ▲ 15,983       5,276,067

処分場の維持管理に必要な支出であるため、港湾局と協議しながら適切に執行していく。

1 施設の維持管理

　南本牧ふ頭の埋立工事及び維持管理を目的として、南本牧ふ頭内の挙動調査測量や水質調査等を
行います。

５年度 ６年度

           4,084        ▲ 15,983          20,067

H-1外周護岸の上部工の整備が完了したことによる減

適正な支出 ―

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

支出 支出 支出 支出 支出 支出 支出

達成 達成 達成 達成

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 既設外周護岸負担金

　廃棄物の受入れ先とする第５ブロック新規処分場整備に係る方針決裁（平成16年3月1日市長決裁
）に基づき、埋立事業会計で整備した既設外周護岸等について埋立事業会計へ負担金を支出します
。

５年度 ６年度

       5,256,000                0       5,256,000

適正な支出 ―

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

支出 支出 支出 支出 支出 支出 支出

達成 達成 達成 達成

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 産廃管理費

資源循環局事業系廃棄物対策課 一般会計 10 02 04

19 99 1

廃棄物処理法及び自動車リサイクル法に基づく許可申請に対する審査や処理業者等の指導、最終処分場の環境モニタリン
グ等を行うことで産業廃棄物の適正処理を確保し、市民生活の環境を保全します。また、課内における共通経費を執行し
、事務事業の効率化を図ります。

５年度 ６年度

          21,830            1,230          20,600

引き続き、市民生活の環境保全を図っていく。

1 適正処理指導費

・廃棄物処理法及び自動車リサイクル法の許可申請に対して、法の定める要件に適合しているか審
査を行います。
・許可業者等への立入指導、報告徴収等を実施します。
・最終処分場については、埋立中の処分場の環境モニタリングを行うとともに、指定区域を含む処
分場跡地の利用に関する指導を行います。

５年度 ６年度

           1,732              224           1,508

郵便料金改定及び発送物増にともなう増

立入件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

197 176 201 197 － － －

229 174 179 137

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・負担は適

切である



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 共通経費

事業系廃棄物対策課に係る諸経費を執行します。
産業廃棄物情報管理システムの運用を行います。

５年度 ６年度

          20,098            1,007          19,091

ソフトウェアライセンス使用料の増等

－ －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

－ － － － － － －

－ － － －

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 排出事業者指導費

資源循環局事業系廃棄物対策課 一般会計 10 02 04

19 99 2

良好な生活環境を保全していくため、産業廃棄物の排出事業者に対して保管基準、処理基準、委託基準等の順守や廃棄物
の資源化等を指導・啓発することにより、産業廃棄物の適正処理や３Ｒを進めます。

５年度 ６年度

           3,237         ▲ 1,906           5,143

引き続き良好な生活環境を保全していくため、産業廃棄物の排出事業者に対して保管基準、処理基準、委託基準等の順守
や廃棄物の資源化等を指導・啓発を適切に行い、産業廃棄物の適正処理や３Ｒを進めていく。

1 排出事業者指導費

産業廃棄物情報管理システムの運用、報告書等提出依頼、産業廃棄物排出事業者指導および立入調
査、建設リサイクル法等届出審査

５年度 ６年度

           3,237         ▲ 1,906           5,143

分析委託見直しによる減、消耗品購入見直しに伴う減

建設リサイクル届出件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

10,700 10,700 10,700 10,700 10,700 10,700 10,700

10,185 10,274 9,971 10,168

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 ＰＣＢ適正処理推進費

資源循環局事業系廃棄物対策課 一般会計 10 02 04

19 99 3

　昭和43年に発生した「カネミ油症事件」などを契機に製造・輸入・使用が原則的に禁止されているポリ塩化ビフェニル
（以下「ＰＣＢ」という。）について、ＰＣＢ廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法に定められた処分期間内に
ＰＣＢ廃棄物の処理を終了します。

５年度 ６年度

           6,904        ▲ 16,506          23,410

PCB特措法に基づき、引き続き適正な処理を推進していく必要がある。

1 保管事業者指導等

ＰＣＢ特別措置法に基づく保管事業者指導、届出の受付等を行うほか、各種広報により市内にある
ＰＣＢ廃棄物の処理を促します。

５年度 ６年度

           2,355         ▲ 3,082           5,437

九都県市広報実施に伴う本市広告未実施による減

保管等状況届出 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1,500 1,500 1,500 900 800 700 600

1,126 1,007 842 649

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 庁内処分

横浜市が保有する高濃度ＰＣＢ廃棄物を一括して進捗管理するとともに、処分期間を過ぎても処理
がされない市内事業者の高濃度ＰＣＢ廃棄物について、横浜市が行政代執行により処理します。

５年度 ６年度

           4,549        ▲ 13,424          17,973

代執行対象となる高濃度PCB廃棄物の処分量減少による減

庁内高濃度ＰＣＢ処理 台

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

5,300 80 314 20 0 0 0

844 50 19 23

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 不適正処理監視・指導強化事業

資源循環局事業系廃棄物対策課 一般会計 10 02 04

19 99 4

事業系廃棄物の不適正処理に対し、迅速な対応を図るとともに、違法事案に対して県警ＯＢ職員を中心とする専従機動班
が収集事務所と連携して監視・指導を実施します。

５年度 ６年度

          21,038              669          20,369

日常的なパトロールや迅速な対応を行い、事業系廃棄物不適正処理事案の結了をめざしていく。

1 不適正処理監視・指導強化事業

県警OBを中心とした専従機動班が、事業系廃棄物の不適正処理に関する日常的なパトロールを実施
します。
事業系廃棄物の不適正処理に関する苦情通報に対し、迅速な初動調査や継続的な現場確認・指導を
行います。

５年度 ６年度

          21,038              669          20,369

報酬改定による増

出動回数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

400 400 400 400 400 400 400

596 452 411 382

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 南本牧廃棄物最終処分場埋立事業

資源循環局事業系廃棄物対策課 一般会計 10 02 04

19 99 5

南本牧第５ブロック廃棄物最終処分場において、公共事業や市内中小企業から発生する産業廃棄物の受入れを行い、効率
的な埋立処分や排水処理施設の適正な維持管理等、最終処分場の円滑な運営を行います。

５年度 ６年度

         137,291         ▲ 2,292         139,583

最終処分場の運営管理、埋立業務の状況等を踏まえ、委託内容を必要に応じて見直していく。

1 南本牧廃棄物最終処分場埋立事業

・埋立業務の実施
・産業廃棄物の受入検査、管理型産業廃棄物の分析
・産業廃棄物処分費用の徴収

５年度 ６年度

         137,291         ▲ 2,292         139,583

借換債利子等負担額の減

最終処分場の円滑な運営と廃棄物の適正処理 ―

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

達成 達成 達成 達成

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・負担は適

切である



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 南本牧最終処分場産業廃棄物関係事業

資源循環局施設課 一般会計 10 02 04

19 99 6

　南本牧最終処分場の排水処理施設等の維持管理を適切に行うとともに、必要に応じた施設の補修を実施し、処分場周辺
の環境を保全する。

５年度 ６年度

           1,040            1,040               0

最終処分場の安定稼働のため、適切な時期に補修工事を実施する。

1 南本牧排水処理設備等改修工事

南本牧最終処分場の排水処理施設等の維持管理を適切に行うとともに、必要に応じた施設の補修を
実施し、処分場周辺の環境を保全する。

５年度 ６年度

           1,040            1,040               0

トイレ改修工事実施による増

施設の安定稼働に必要な補修 ―

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

達成 未実施 未実施 実施

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 戸塚区品濃町最終処分場特定支障除去等維持事業

資源循環局事業系廃棄物対策課 一般会計 10 02 04

19 99 7

戸塚区品濃町最終処分場（以下「処分場」という。）では、産業廃棄物処分業者が許可容量を大きく超える産業廃棄物の
処分を行ったことにより、生活環境の保全上の支障のおそれが生じています。そのため、廃棄物の処理及び清掃に関する
法律第19条の８に基づき、行政代執行を進めます。

５年度 ６年度

          94,225         ▲ 4,924          99,149

　生活環境の保全上の支障が生ずるおそれが除去された状況を維持するため、行政代執行として、処分場内外に設置され
ている井戸で汚水くみ上げ等の適切な維持管理を行い、地下水汚染拡散の抑制並びに浸出液及び猪久保トンネル排水の浄
化を進めます。
　処分場内の水質の改善に伴い、事業内容の見直しが可能となるため、有識者の意見を取り入れながらモニタリング等委
託内容の見直しを行う予定です。

1 戸塚区品濃町最終処分場特定支障除去等維持事業

処分場内外に設置されている井戸で汚水くみ上げ等の適切な維持管理を行います。

５年度 ６年度

          94,225         ▲ 4,924          99,149

実施工事内容の変更による減

最終処分場 －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

適切な維持管 適切な維持管 適切な維持管 適切な維持管 適切な維持管 適切な維持管 適切な維持管
理 理 理 理 理 理 理

実施 実施 実施 実施

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・契約方法

の工夫が可

能

・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 し尿処理総務管理費

資源循環局業務課 一般会計 10 03 01

19 99 1

　下水道が接続されていない家庭等の常設トイレや、工事現場・イベント会場等の仮設トイレについて、し尿汲み取り収
集を行います。
　また、市内のし尿汲み取り収集を担当する資源循環局北部事務所の運営に必要な経費を執行します。

５年度 ６年度

          87,335            2,001          85,334

横浜市におけるし尿収集の拠点となる施設の、安定した運営が可能となるように適切な執行管理を行っていきます。仮設
トイレの手数料については引き続き情報収集や課題整理を行い、費用負担のあり方について検討していきます。

1 し尿収集事業

し尿の適正な処理（収集、運搬、処分）を行います。
市内のし尿汲み取り収集を担当する資源循環局北部事務所の管理運営を行います。

５年度 ６年度

          83,473            2,036          81,437

光熱水費使用実績の増

適切な管理運営 －

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

達成 達成 達成 達成

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・負担は適

切である



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 し尿収集受付繁忙等対策事業

常設汲み取りトイレの収集開始・中断および廃止、仮設トイレの収集申し込みなどの受付を行うほ
か、仮設トイレの収集に係る一般廃棄物処理手数料の徴収事務を円滑に行うため、会計年度任用職
員を任用します。

５年度 ６年度

           3,862            ▲ 35           3,897

雇用人数の減による減

仮設トイレの収集受付 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

15,500 16,000 16,500 17,000 17,000 17,000 17,000

15,573 15,771 15,756 15,938

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 公衆トイレ維持管理費

資源循環局街の美化推進課 一般会計 10 03 01

19 99 2

市内の公衆トイレの維持管理を行います。
また、災害用移動トイレを地域等に貸し付けます。

５年度 ６年度

          88,309            5,725          82,584

公衆トイレ清掃業務委託費用については、業務効率化を図るため、今後の追加すべき委託内容や過去の実績を考慮し、適
正な価格で積算の見直しを行う。また、災害用移動トイレについては、引き続き安定的な貸出業務を継続できるよう必要
な点検を定期的に行う。

1 公衆トイレ維持管理

市内の公衆トイレの維持管理を行います。
また、災害用移動トイレを地域等に貸し付けます。

５年度 ６年度

          88,309            5,725          82,584

建築保全労務単価の上昇による委託料の増

災害用移動トイレ貸付台数 台

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

40 40 40 40 40 40 40

３ 13 24 24

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 浄化槽指導事業

資源循環局事業系廃棄物対策課 一般会計 10 03 01

19 99 3

浄化槽の設置届出審査、維持管理指導等を行うことにより、浄化槽によるし尿等の適正な処理を図ることで、公共用水域
の水質汚濁を防止します。

５年度 ６年度

             633            ▲ 11             644

浄化槽法に基づいた設置審査、維持管理指導等を引き続き適切に行っていきます。

1 浄化槽指導事業

浄化槽管理者へ３大義務（保守点検・清掃・法定検査）の実施について指導します。また、環境へ
の影響が大きい大規模浄化槽に水質立入調査を行います。

５年度 ６年度

             633            ▲ 11             644

大規模浄化槽への立入検査数の見直しによる委託料の減及び郵便料の増

法定検査受検指導書送付数 基

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

672 723 700 700 700 700 700

462 573 597 597

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 磯子検認所費

資源循環局施設課 一般会計 10 03 02

19 99 1

市内で収集したし尿及び浄化槽汚泥を検認後、前処理し、水再生センターへ圧送する業務で、その施設である磯子検認所
の維持管理及び点検を委託により実施します。

５年度 ６年度

          96,382           13,621          82,761

老朽化した施設の機能回復を行い維持保全を図ることで、安定的かつ効率的な施設運営に取り組んでいく。

1 磯子検認所費

市内で収集したし尿及び浄化槽汚泥を検認後、前処理し、水再生センターへ圧送する業務で、その
施設の維持管理及び点検を委託により行います。

５年度 ６年度

          96,382           13,621          82,761

再整備基本計画業務委託の実施による増

し尿・浄化槽汚泥受入量 kl

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

35,459 34,369 34,266 33,868 34,698 34,168 34,277

33,299 32,800 33,286 34,349

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 磯子検認所補修費

資源循環局施設課 一般会計 10 03 02

19 99 2

磯子検認所の円滑な運営のため、施設の現況に応じて必要な補修工事を行います。

５年度 ６年度

           1,025              111             914

し尿及び浄化槽汚泥等の受入業務を引き続き安定的かつ効率的に行っていくため、老朽化した施設・設備の計画的な修繕
、検認所の今後のあり方についての検討を進めていく。

1 磯子検認所補修費

施設の老朽化に対応するため、定期的整備、補修等を行います。
令和６年度は、し渣袋詰装置用監視装置改修工事を実施します。

５年度 ６年度

           1,025              111             914

部品購入実績による増

補修対象設備台数 台

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 災害対策用トイレ整備事業

資源循環局街の美化推進課 一般会計 10 03 02

35 05 3

災害発生時に市民がトイレに困らないようトイレパックの新たな購入、更新を行うとともに、地域防災拠点等に配備が完
了している仮設トイレの破損による部品購入や、市民へ災害時のトイレ対策について啓発活動を行います。

５年度 ６年度

          25,830        ▲ 14,770          40,600

地域防災拠点等に備蓄しているトイレパックの更新や家庭での備蓄啓発を行う。また、災害時のトイレ環境のさらなる充
実を目的として、下水直結式仮設トイレの便器数を拡充する。

1 災害対策用トイレ

地域防災拠点等のトイレパック879,000個及びくみ取り式仮設トイレを購入、トイレパックの更新
を行います。また、市民への災害時におけるトイレ対策の周知を目的として、トイレパックを配付
するなどの啓発活動をしてまいります。

５年度 ６年度

          25,830           15,282          10,548

トイレパック購入数の増による

トイレパック購入個数 個

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

0 210,000 210,000 879,000 450,000 500,000 150,000

351,000 300,000 300,000 810,000

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めてい

ない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 公衆トイレ整備事業

資源循環局街の美化推進課 一般会計 10 03 02

19 99 4

公衆トイレは、市民の皆様が暮らしやすい清潔できれいなまちづくりの推進のために必要な設備です。老朽化が進んでい
る公衆トイレの計画的な整備等を実施し、市民の利便性と公衆衛生環境の保全を図ります。

５年度 ６年度

          17,729        ▲ 28,154          45,883

公衆トイレについては全体的に老朽化が進んでいるため、計画的な整備、更新を進めていく。

1 改修等整備

利用頻度が低い公衆トイレについて、周辺状況等を踏まえ、廃止を進めていきます。
公衆トイレのアスベスト調査を行い、配置計画の見直しにあたっての基礎情報とします。

５年度 ６年度

          17,729        ▲ 28,154          45,883

保土ケ谷駅前公衆トイレ工事完了よる減

公衆トイレ廃止箇所数 箇所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 0 0 3 3 3 3

1 0 0 2

・維持 ・なし ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・財源確保

が可能

・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 職員人件費

資源循環局職員課 一般会計 10 01 01

99 99 99

資源循環局職員人件費
・常勤一般職員 1,783人 
・暫定再任用職員 
　常勤職員 94人 
　短時間勤務職員 31人

５年度 ６年度

      15,709,805          373,751      15,336,054

引き続き適切に予算編成を行うとともに、職員の給料、諸手当、共済費等の支出及び管理を適切に行い、適正な人件費の
執行に努めます。

1 職員人件費

５年度 ６年度

      15,709,805          373,751      15,336,054

-

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い
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